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7 . 小 児 領 域

小児領域における千葉県の現状と課題、あるべき医療提供体制について
令和2年度 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

「小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の確保についての政策研究」の概要
研究代表者：吉村健佑、研究分担者：佐藤大介、研究協力者：岡田玲緒奈、小林真史、櫻庭唱子
研究期間：2020（令和2）年4月～2023（令和5）年3月

Ａ．研究目的
　本研究は公衆衛生学、日本小児科学会・日本小児科
医会理事、臨床専門家、医療経済、医療情報の専門家
で構成する研究体制にて以下の課題に取り組む。
課題①： 小児科医師確保計画の見直しに向けた全国実

態調査の実施
　小児科医師確保計画に関する課題を整理するため
に、小児医療に関連する医師および看護師等の専門
人材および病態別診療行為・診療実績に着目した全
国的実態調査を実施する。

課題②：より精緻な医師偏在指標の導出
　小児医療における医師偏在指標は一般小児医療
と高度救急医療によって算出方法が異なる可能性が
ある。たとえば新生児医療に係る診療報酬算定状
況や「医師・歯科医師・薬剤師調査」の周産期（新
生児）専門医数により一定程度の把握が可能なもの
の、新生児医療を担う医師は小児科医師以外の専門
人材が求められる等、実態と乖離している可能性が
指摘されている。本研究では小児医療機能別に病態
や要件を考慮した精緻な導出を試みる。

課題③： 小児医師確保計画や地域医療構想に基づく小
児医療資源の重点化・集約化の具体的検討・
提言

　小児医師確保計画や地域医療構想に基づく将来
人口や救急小児患者数の推計結果を地理空間情報
解析等を用いて小児医療圏別に公表し、小児医療資
源の重点化・集約化の具体的検討に向けた提言を行
う。

　本研究は日本小児科学会、日本小児科医会理事等
と連携した研究体制により、国、都道府県・自治体、
関連学会等がオールジャパン体制で取り組む。加えて
研究代表者および研究分担者の実績を活用し、「医師
確保計画を踏まえた効果的な医師偏在対策の推進に
ついての政策研究」「産科医師確保計画を踏まえた産
科医療の確保についての政策研究」「地域の実情に応
じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」
と連携し解析基盤や分析の考え方を共通化することで
効果的な提言を目指す（図1）。

　また本研究は、公衆衛生学、日本小児科学会・日本
小児科医会理事、臨床専門家、医療経済、医療情報の
専門家で構成されている（表1）。

Ｂ．研究方法
　小児医療における医師確保計画、医療計画、地域医
療構想の方向性を検討し、関連学会等と連携した小児
科医師確保計画の見直しに係る全国実態調査を行う。
１）�47都道府県の医師確保計画を収集・精査し、課

題整理・類型化を行う。
２）�小児医療関連医師および専門看護師等の専門人材

の配置状況と小児患者の病態別診療内容を精緻
に把握するための全国的実態調査を日本小児科
学会、日本小児科医会等と連携して実施する。

　令和2年度においては、新型コロナウイルス感染症
の影響により小児医療への影響を考慮した調査が必要

研究の全体像図1
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和田和子 大阪母子医療センター�主任部長

本研究のメンバー構成表1
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となった。そのため感染症の影響による小児医療への
影響については、本研究では直接取り扱わないことと
し、関連の研究班と連携することとした。
　そのため、本研究では以下の２つの方法を用いて小
児医療計画に関する調査および検討を行った。
１）�47都道府県における小児科医師確保計画を精査

し、ガイドライン遵守状況、各都道府県の独自政
策を調査した。また、医師確保計画策定ガイドラ
インの記載事項に関する状況を整理し、独自政策
等の優良事例を探索する。

２）�小児医療計画および小児科医師確保計画の検討に
資する全国実態調査に　向けた研究体制を構築
し、小児医療機能と小児科専門医の分類について
検討を行う。

Ｃ．今後の研究課題
　2021年度は、各都道府県の小児科医師確保計画に
関する施策および小児医療機能と小児科専門医の分
類を踏まえ、新型コロナウイルス感染症の影響による
小児医療への影響を考慮した小児医療提供体制に関
する全国実態調査を実施予定である。
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7 . 小 児 領 域

小児領域における千葉県の現状と課題、あるべき医療提供体制について
令和2年度 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業）

「小児科医師確保計画を踏まえた小児医療の確保についての政策研究」の概要
研究代表者：吉村健佑、研究分担者：佐藤大介、研究協力者：岡田玲緒奈、小林真史、櫻庭唱子
研究期間：2020（令和2）年4月～2023（令和5）年3月

Ａ．研究目的
　本研究は公衆衛生学、日本小児科学会・日本小児科
医会理事、臨床専門家、医療経済、医療情報の専門家
で構成する研究体制にて以下の課題に取り組む。
課題①： 小児科医師確保計画の見直しに向けた全国実

態調査の実施
　小児科医師確保計画に関する課題を整理するため
に、小児医療に関連する医師および看護師等の専門
人材および病態別診療行為・診療実績に着目した全
国的実態調査を実施する。

課題②：より精緻な医師偏在指標の導出
　小児医療における医師偏在指標は一般小児医療
と高度救急医療によって算出方法が異なる可能性が
ある。たとえば新生児医療に係る診療報酬算定状
況や「医師・歯科医師・薬剤師調査」の周産期（新
生児）専門医数により一定程度の把握が可能なもの
の、新生児医療を担う医師は小児科医師以外の専門
人材が求められる等、実態と乖離している可能性が
指摘されている。本研究では小児医療機能別に病態
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